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会計情報 システム と
Web2.0に関す る一考察
荒 井 義 則
1.は じめ に
最近 のWebの 進展 は、今 まで とはかな り異なってお り、Web2.0と総称
されてい る。Webの変化 は会計情報 システムに も影響 を及ぼす可能性があ
る。本稿では会計情報システムの観点か らWeb2.0を考察する。
2.Web2.Q1'6,
Web2.0とは、 テ ィム ・オ ライ リーが提 唱 したが概 念 でWebの 新 潮流 を
総 称 した もの で あ る1)。テ ィム ・オ ライ リー は 「Web2.0の原 則 」 として以
下 の7項 目をあ げて い る。
1.プ ラ ッ トフ ォ ー ム と して の ウ ェ ブ
2.集 合知の利用
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3.デ ー タは次世代 の 『イ ンテル ・イ ンサ イ ド』
4.ソ フ トウェア ・リリー スサイ クルの終焉
5.軽 量 な プロ グラ ミングモ デル
6.単 一 デバ イス の枠 を超 えた ソフ トウェア
7.リ ッチ なユーザ ー体験
また、 コラム欄 で 「Web2.0のデザイ ンパ ター ン」 として 以下 の8項 目を
あげてい る。
1.ロ ングテ ール
2.デ ー タは次 世代 の 『イ ンテル ・イ ンサ イ ド』
3.ユ ーザ ー に よる付加価値創 造
4.ネ ッ トワー ク効果 を促 す初 期設 定
5.一 部権利保 有
6.永 久 にペ ー タ版
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7.コ ン トロ ー ル で な く協 力
8.単 一 デバ イスの枠 を超 えた ソ フ トウェ ア
一 部 重 複 が あ るが 、 これ らの 項 目はWeb2.0の特 徴 を よ く表 して い る。
しか しなが ら、 「Web2.0が意 味 す る もの につ い て は、 い まだ に深 刻 な意 見
の相違 が み られ る」 とテ ィム ・オ ライ リー 自身が論 文 の中で述べ て い るよ う
に、人 に よ り意 味す る内容 が異 な って い え るのが現状 で あ る。本稿 で は、テ ィ
ム ・オ ライ リーが提 唱 した上記 の項 目をWeb2.0の本質 と考 え る こ とにす る。
これ らの項 目をWeb2.0の本 質(あ るい は本 質 の一部)と す る こ とに異論 は
な いで あろ う。
3.会 計情報システムの機能
今 まで に本 論集 に投稿 した論文7)一'4)では、会 計情報 シス テムの機能 を次 の
ように考 えていた。
① 帳簿管理機能
② 会計報告機能
③ 予算編成機能
④ 意思決定機能
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⑤ 環境会計機能
⑥ 原価計算 ・原価管理 ・原価低減機能
これ らの論文 におけ る会計情報 システムは 「人(意思決定者 ない し意思決
定グループ、システム要員や会計、経理部員)」も含んでいるので、予算編
成支i援機能で はな く予算編成機能であ り(③)、意思決定支i援機能ではな く意
思決定機能である(④)。
本稿 において もこれ らの考え方を受 け継 ぐが、本橋 は会計情報 システムの
機能を再考 し、
① 意思決定支援機能
② 業績管理支援機能
③ 業務管理支援機能
の3機 能のほか に
④ システム開発における業務革新支援機能
を あげて い る'5)。本稿 にお いて も、 この機 能 を会 計情報 システ ムの機 能 の0
つ として考 え るこ とにす る。
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4.会 計情 報 システムとWeb2.0(その1:シ ステムの革新)
Web2.0的企業 のビジネスモデルの一・っ は、一般 の人々か ら寄せ られ る膨
大 なデータを解析 し、整理す ることで付加価値を高めた情報 を作成 し、 それ
らの情報 を無料で提供 し、 さらにその中で収益を獲得 するとい うモデルであ
る。 このモデルの成功を左右す るのはデータベース技術である。 そのために
はよ り高度でよ り巨大 なデータベースシステムを構築 する必要がある。 その
際、3節 で考察 したように、会計情報 システムがシステム開発 にお ける業務
革新支援機能 を発揮 して、デー タペースシステムの構築 に貢献す ることは疑
いない。 さらに
1)無料のサービス提供 とい うシステムの中での収益の獲得
2)ロ ン グテール に よ るあ らた な収益 の獲得'6)
とい うな収益構造の変化は会計に も影響 を与えるので、会計情報システムの
関与 はよ り重要になって くる。
このように、Web2.4に対する情報 システムを構築す る際 には会計情報 シ
ステムが重要 な役割 を果たす。
5.会 計 情 報 システム とWeb2.0(その2:複 雑 ネッ トワー ク17)-22))
この論集 に投稿 した論 文22)にお いて、会計情報 シス テムが複 雑 ネ ッ トワー
クをなす こ とをい ろい ろな観 点 か ら考察 した。 こ こで は、Web2.0との関連
で考 え る。
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まずノー ドとしてコンピュータシステムを とり、 リンクとして コンピュー
タシステム問の情報のや り取 りを とる。業務統合型会計情報システムは当然
コンピュータシステムであ り、また顧客が家庭で所有す るインターネ ッ トに
接続 されている1台 のパ ソコンもコンピュータシステム と考 えると、会計情
報 システムはすべてのノー ドと関係 を持つので、各 ノー ドとノー ドとしての
業務統合型会計情報システム問の距離 は1と な り、ハ ブを形成す る。各顧客
間のつなが りはネ ッ トワークの性質 に依存す る。SNS(ソー シャル ・ネ ッ ト
ワーキング ・サービス)の場合 は各顧客(の コンピュータシステム)間の距離
は比較的短 く、部分 グラフとしての完全 グラフが多数存在するが、ネ ッ ト通
販 な どでは各顧客 間距離 はSNSに比べれば長 くなる。 ただ し、一一般社会 で
の人 と人 とのつなが りがスモールワール ドを形成す るのであるか ら、ネ ッ ト
通販な どのネ ットワークはより小 さなスモールワール ドを形成す ると考 えら
れ る。
次に人 をノー ドとして とり、 リンクとしてを情報のや り取 りを とると、会
計情報システム内の人間同士 は(本 稿では業務統合型会計情報 システムに人
も含 めて考えてい る)ノ ー ド間距離はほぼ1と 考 え られ るか ら、部分 システ
ムとしての業務統合型会計情報 システムは完全 グラフかかな り完全 グラフに
近 いグラフである。顧客 と直接対応する(業務統合型会計情報 システム内の)
人 はかな りの人数 の顧客 と対応す るので、ネ ッ トワークにおけるハ ブとなっ
ている(Web2.0的企業 を考 えてい るので、顧客 との対応 はイ ンターネ ッ ト
を通 じて行 われ るもの と想定 している)。顧客間の ノー ド間距離はすで に述
べた ように各ネ ットワークによ り異なるが、一般社会での人 と人 とのつなが
りによるネ ッ トワー クよ りはノー ド間距離 は小 さい と考 えられる。
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6.お わ りに
本稿で は、会計情報 システム とWeb2.0の関係 を考察 した。 ここでの考
察 は序論 的な ものにすぎないが、Web2.0自体が、現時点では、定 まった概
念ではな く、Web2.0的状況 は現在 も発展 中であ り、今後 も研究 を続 けてゆ
く価値が あると思われ る。
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